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国、地⽅公共団体、事業者、国⺠が気候変動適応の推進のため担うべき役割を明確化。
国は、農業や防災等の各分野の適応を推進する気候変動適応計画を策定（H30年11⽉27⽇閣議決定）。その進展
状況について、把握・評価⼿法を開発。

環境省が、気候変動影響評価をおおむね５年ごとに⾏い、その結果等を勘案して計画を改定。

１．適応の総合的推進

２．情報基盤の整備 ３．地域での適応の強化
適応の情報基盤の中核として国⽴環境研究所を
位置付け。

各分野において、信頼できるきめ細かな情報に基づく効果的な適応策の推進
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４．適応の国際展開等
 国際協⼒の推進。
 事業者等の取組・適応ビジネスの促進。

都道府県及び市町村に、地域気候変動適応計画策定の
努⼒義務。

地域において、適応の情報収集・提供等を⾏う体制（地域
気候変動適応センター）を確保。

広域協議会を組織し、国と地⽅公共団体等が連携して地
域における適応策を推進。

「気候変動適応情報プラットフォーム」（国⽴環境研究所サイト）
の主なコンテンツ

http://www.adaptation‐platform.nies.go.jp/index.html
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※品質の良いコメの収量※品質の良いコメの収量

将来影響の科学的知⾒に基づき、
・⾼温耐性の農作物品種の開発・普及
・⿂類の分布域の変化に対応した漁場の整備
・堤防・洪⽔調整施設等の着実なハード整備
・ハザードマップ作成の促進
・熱中症予防対策の推進 等

気候変動適応法の概要
[平成三⼗年法律第五⼗号]
平成30年６⽉13⽇公布
平成30年12⽉1⽇施⾏



国⽴環境研究所が情報基盤の中核に
平成30年12⽉1⽇「気候変動適応センター」を設⽴しました
各分野の研究機関と連携し、気候変動影響及び適応に関する情報を集約し、

国、地⽅公共団体、企業、市⺠など各主体の取組の基盤を整備
地⽅公共団体や地域気候変動適応センターへの技術的助⾔や⽀援を⾏います。

国⽴環境研究所
の取組

国の調査研究機関

⼤学、
研究機関等

⼤学

地域の
研究機関等

国⺠

各地域（都道府県等）

各分野の研究機関と
協⼒体制構築

政府

地⽅公共団体

住⺠企業 地域の企業

情報収集・整理・分析

情報プラットフォームの構築・
適応情報の提供

調査研究・技術開発

気候変動適応情報プラットフォーム

A-PLAT

国⽴環境研究所
気候変動適応センター

地域気候変動
適応センター
情報収集・整理・分析
適応情報の提供情報・成果の共有

技術的助⾔等 各分野の
地域研究機関と
協⼒体制構築
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地域に根ざした適応の本格化

拠点の確保

都道府県・市町村 情報提供、技術的助⾔

気候変動適応広域協議会 【北海道、東北、関東、中部、近畿、中国四国、九州・沖縄の７ブロック】

国の地⽅⽀分部局 企業、市⺠団体等

協⼒の要請

資料・説明等

国の調査研究機関等

各都道府県・市町村でも「地域気候変動適応計画」が策定されます
これまでに４６都道府県１８政令指定都市が⾃主的な適応計画を策定。

地域の情報拠点 「地域気候変動適応センター」が⽴ち上がります
地域における気候変動影響や適応に関する情報収集、整理、分析、提供等を⾏う拠点を確保。

地域ごとに「気候変動適応広域協議会」を⽴ち上げますー平成31年1⽉下旬〜2⽉予定 ※庶務は各地⽅環境事務所が⾏う

地⽅公共団体
の取組

気候変動影響は、地域の地形や社会経済状況などによって様々
地域の特徴に応じたきめ細やかな適応を推進します

ブロック内の地⽅公共団体、国の地⽅⽀分部局、研究機関、企業、市⺠が、県境を越えた広域の連携体制を構築。

今後は、法定の地域気候変動適応計画を策定し、適応策の充実を図る。

地域内の共通の気候変動影響や、適応を進める上で共通の課題を共有し、地域における気候変動適応を効果的に推進。

国⽴環境研究所
気候変動適応センター

地域気候変動
適応センター

(都道府県・市町村ごと)

政府の取組

国⽴環境研究所と協⼒しながら、地域における情報の中核に。



⺠間企業や市⺠⾃らが適応に取り組む時代へ

・従業員（特に屋外労働従事者）の熱中症対策
・事業所の緑化、廃熱対策

・暑い⽇の運動や外出時は、涼しい場
所で休憩を取る
・⽔分補給をしっかり⾏う

猛暑・熱中症

・⼯場での⽣産過程で使⽤する⽔の削減、効率化
・排⽔の循環利⽤や⾬⽔の活⽤

・家庭や学校での節⽔、⾬⽔の利⽤
渇⽔

・ハザードマップ（洪⽔被害予測地図）
の確認、避難経路の確認

・⾵⽔害や⾼潮等に対する事業継続計画
（BCP）の策定
・サプライチェーン全体のリスクマネジメント

<適応の例>

期待される役割
気候リスクマネジメント

事業活動を円滑に実施するため、
事業活動の内容に即した適応を推進

適応ビジネスの展開
適応に関する技術・製品・サービスの提供等、

新たなビジネス機会を開拓

気候変動適応に関する施策への協⼒

企業の取組

期待される役割
気候変動適応⾏動の実施
気候変動適応の重要性
に対する関⼼と理解を深める

気候変動適応に関する施策への協⼒
⽇常⽣活において得られる

気候変動影響に関する情報の提供など

市⺠の取組

<適応の例>

情報提供等を通じて、国や地⽅公共団体が企業や市⺠の取組を⽀援
平成30年度末には⺠間企業向け適応ガイドを公表します

政府及び地⽅公共団体

情報提供
取組⽀援

気象災害

<影響の例>


